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１ 　米国のこのスタンスは、オバマ大統領が2009年11月14日に東京で行った「アジア政策演説」（Speech on U.S. 
Policy toward Asia）の中で彼が述べた「米国は、アジア太平洋国家として、この地域を形づくる議論に関与し、
適切な組織が設立され発展する際はその組織に全面的に参加することを期待している」（“As an Asia-Pacific 
nation, the United States expects to be involved in the discussions that shape the future of this region, and to 
participate fully in appropriate organizations as they are established and evolve."［筆者訳］）、「太平洋生まれの
初の大統領として、この太平洋国家が世界で非常に重要なこの地域においてリーダーシップを強化し持続させるこ
とを約束する」（“As America's first Pacific President, I promise you that this Pacific nation will strengthen and 














































⑸　 貿 易 の 技 術 的 障 害：













































⒇　 協力：Capacity Building 協定の合意事項を履行するための国内体制が不十分な国に、技術支
援や人材育成を行うこと等について定める。













































































































































































































































































































ASEAN 8.7％ 2.9％ 14.6％
ASEAN+3 31.0％ 22.6％ 41.5％
ASEAN+6 49.2％ 27.2％ 47.0％
日中韓 22.3％ 19.6％ 26.9％
TPP 7.4％ 27.0％ 24.6％
APEC 40.1％ 56.1％ 71.7％














































































































































The Loewen Group, Inc. & 
Raymond L. Loewen
1998年 カナダ 葬儀場経営 仲裁判断 請求棄却
２ Mondev International Ltd. 1999年 カナダ 商業不動産 仲裁判断 請求棄却
３ Methanex Corp. 1999年 カナダ
ガ ソ リ ン 添
加物生産者
仲裁判断 請求棄却
４ ADF Group　Inc. 2000年 カナダ 道路事業 仲裁判断 請求棄却
５ Kenex Ltd. 2002年 カナダ 麻企業 係属中
６ Canfor Corp 2002年 カナダ 営林企業 係属中




2004年 カナダ 営林企業 係属中
９ Tembec Inc. 他 2004年 カナダ 営林企業 係属中
10
Grand River Enterprises 
Six Nations, Ltd.
2004年 カナダ タバコ企業 係属中
11
Theodorus de Boer 他　
（Canadian Cattlemen for 
Fair Trade）
2005年 カナダ 農企業 管轄判断 管轄否定
12 Domtar　Inc. 2007年 カナダ 紙製品会社 係属中
13 Apotex 2008年 カナダ 製薬会社 係属中
14 Cancar 2009年 メキシコ
ト ラ ッ ク 輸
送サービス
係属中
15 Apotex カナダ 係属中
○投資家vsカナダ
１ Ethyl Corp 1997年 米国 MMT-ガ ソ
リン添加
解決済み（和
解、 カ ナ ダ
が 投 資 家 に
約1300万 米
ド ル を 支 払
物う）









４ United Parcel Service of 
America Inc.
2000年 米国 郵便サービス 仲裁判断 請求棄却




６ Contractual Obligation 
Productions, LLC, Charles 
Robert Underwood & Carl 
Paolino
2004年 米国 映画制作 係属中
７ Albert Connolly 2004年 米国 不明 不明
８ Merrill & Ring Forestry 2006年 米国 製材企業 係属中
９ Vito Gallo 2006年 米国 非有害廃棄物
の埋め立て
係属中
10 Great Lakes Farms LLC 
and Carl Adams
2006年 米国 乳製品輸出 係属中
11 Mobil Investments Canada 
I n c .  a nd  Murphy  O i l 
Corporation
2007年 米国 石 油 開 発 の
持ち株会社
解決済み（和
解、 詳 細 は
公 開 さ れ て
いない
12 Chemtura 2007年 米国 リンデン（農薬
の原料）生産
係属中
13 Bilcon of Delaware他 2008年 米国 （無記載） 係属中
14 Dow AgroSciences LL 2009年 米国 （無記載） 係属中
15 Howard and Centurion 
Health Corporation
2009年 米国 （無記載） 係属中
16 2010年 米国 （無記載） 解決済み（和





１ Metalclad 1997年 米国 有 害 廃 棄 物
処理企業
仲裁判断 請 求 一 部 認 容
（ 賠 償 金： 約
1669万 米 ド ル
（含む利子））
２ Robert Azinian他 1997年 米国 廃棄物処理 仲裁判断 請求棄却
３ Waste Management 1998年 米国 廃棄物管理契約 管轄判断 管轄権否定
４ Marv in  Roy  Fe ldman 
Karpa
1999年 米国 た ば こ 輸 出
企業
仲裁判断 請 求 一 部 認 容
（賠償金:約93万
米ドル）
５ Waste Management 2000年 米国 廃棄物管理契約 仲裁判断 請求棄却
６ Adams他 2001年 米国 休暇用不動産 不明
７ Ca lma rk  Commer c i a l 
Development Inc.
2002年 米国 建設 係属中
８ Fireman's Fund Insurance 
Company
2002年 米国 債務証書 仲裁判断 請求棄却
９ International Thunderbird 
Gaming Corporation
2002年 カナダ ゲーム施設 仲裁判断 請求棄却
10 GAMI Investments 2002年 米国 砂糖工場 仲裁判断 請求棄却






















12 Archer Daniels Midland and 
Tate & Lyle Ingredients 
Americas, Inc.
米国 ソ フ ト ド リ
ン ク 用 甘 味
料製造企業
仲裁判断 請 求 一 部 認 容
（賠償金：約3351
万米ドル及び利子
13 Corn Products International, 
Inc.
2004年 米国 ブ ド ウ 糖 果
糖液糖企業
係属中
14 Bayview Irrigation District
他
2005年 米国 農企業 管轄判断 管轄権否定
15 Cargill, Incorporated 2005年 米国 ソ フ ト ド リ
ン ク 用 甘 味
料製造業
係属中
出所：外務省 <http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/tpp/pdfs/tpp02_06.pdf>  2011年10月25日時点






















米国 EU フランス ドイツ 英国 日本
農業予算額（億円） 87,758 82,010 18,197 18,429 10,991 21,799
国家予算対比（％） 2.8 45.1 4.1 4.1 1.2 2.5
農家１戸当たり農業予算（万円） 399 60 345 497 367 86
農地１ha 当たり農業予算（万円） 2.1 4.4 6.2 10.9 6.2 47.1
農家１戸当たり農地面積（ha） 186.9 13.5 55.5 45.7 59.0 1.9
農林水産業総生産額（億ドル） 1,650 2,928 523 292 187 696
農地面積（万 ha） 41,120 18,485 2,924 1,692 1,768 463




Statistics」、EU及び EU 各国「Eurostat Database」、農林水産省「農業構造動態調査」。農地面積は、FAO
「FAOSTAT」、農林水産省「耕地及び作付面積統計」「農業構造動態調査」。農林水産業総生産額は、「国連統計」、
内閣府「国民経済計算」
＜注＞ 1） EU の予算額は、EU 予算であり各国予算の積み上げではない。フランス、ドイツ、英国の予算は EU 
























コ メ 90 197
新潟産コシヒカリ、有機米等のこだわり米等を除いて
置き換わる。
小 麦 99 8
国内産小麦100％をセールスポイントとした小麦粉用
小麦を除いて置き換わる。
大 麦 79 ２
主食用（押麦）及び味噌用（裸麦）は残り、ビール
用、焼酎用、麦茶用等は置き換わる。
い ん げ ん 23 0.3 高級和菓子用、煮豆用等を除いて置き換わる。
小 豆 71 ２ 高級和菓子用を除いて置き換わる。
落 花 生 40 １ 殻付き（莢入り）は残り、むきみは置き換わる。
甘味資源作物 100 15 品質格差がなく、すべて置き換わる。












































牛 肉 75 45 ４等級及び５等級は残り、３等級以下は置き換わる。
豚 肉 70 46 銘柄豚は残り、その他は置き換わる。
鶏 肉 20 19 業務・加工用の１／２が置き換わる。








































































































































64 　2011年11月14日付けWall Street Journal社説は日本のTPP参加を「19世紀のペリー提督の黒船来訪と第二次大戦
の米国の占領に次ぐ「第３の開国」になりうる」と書いているのに対し、『TPP亡国論』の中野剛志氏はTPPを
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TPP is a highest priority for Japan 
Mikio HOSHINO
